
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 サンゴ礁生態系保全・再生のための取組

対応する
主な課題

⑤本県の生物多様性を特徴付けるサンゴについても、オニヒトデの大量発生や赤土等流出、さらには高海水温による白化現象等により甚大な影響を
受けている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-ア 生物多様性の保全
施 策 ③　サンゴ礁の保全

施策の小項目名 ○サンゴ礁の保全・再生

８海域

実施主体 県、活動組織

 担当部課【連絡先】 農林水産部水産課 【098-866-2300】

　環境・生態系の維持、回復や安心して活動出来る海域の確保など、漁業者等が
行う水産業・漁村の多面的機能の発揮に資する地域活動を支援する。

H29 H30 R元 R2 R3

８海域
保全海域数

８海域 ８海域 ８海域

２　取組の状況（Do）

予算事業名 水産業・漁村の多面的機能発揮対策事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

各省計上 ○R3年度：　環境・生態系保全として藻場・サンゴ礁の
保全、種苗放流、漂流・漂着物の処理等に取り組む。

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　環境・生態系保全として藻場・サンゴ礁の
保全、種苗放流、漂流・漂着物の処理等に取り組んだ。
また、海の安全確保として、海難救助訓練に取り組ん

各省計上 補助 7,128 6,334 6,443 5,821 6,229 5,832

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

漁業者等が行うサンゴの移植やオニヒトデの除去等に対する支援漁業者等が行うサンゴの移植やオニヒトデ駆除に帯する支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 保全海域数 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　環境・生態系を保全する取組として、藻
場・サンゴ礁での食害生物（オニヒトデやウ
ニ）の除去やサンゴの植え付け、種苗放流、
海洋汚染等の原因となる漂流・漂着物・堆積
物の処理等を行った。また、海の安全確保に
係る取組として、海難救助訓練を行った。

８海域 ８海域 ８海域 ７海域 ７海域 ７海域 100.0%

6,229 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　伊是名村その他６市町村において、食害生
物（オニヒトデやウニ）の除去やサンゴの植
え付け、漂流・漂着物・堆積物の処理等に取
り組んでおり、その結果、現地のモニタリン
グで藻場やサンゴ礁の保全が確認され、進捗
は順調である。
　また、独自の取組として、恩納村ではサン
ゴの養殖技術が確立され、植え付けたサンゴ
の産卵も確認されているほか、伊江村での岩
盤清掃など、着実な成果が見られている。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和2年度の取組改善案 反映状況

・県民を広く巻き込んだ取り組みのため、引き続き、事業内容の周知を図り、地
域の子供たちや団体、企業やＮＰＯ職員等の参画を目指す。

・漁協やＮＰＯと連携し、地域の小学生を対象にサンゴの苗づくりや植え付けな
ど、教育学習をとおして地域における活動内容を周知しているほか、活動組織間
の情報共有に取り組んでいる。また、活動には漁業者だけでなく、漁協職員、Ｎ
ＰＯ、ダイビング協会、ボランティア等が参加している。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・県民を広く巻き込んだ取り組みのため、引き続き、事業内容の周知を図り、地域の子供たちや団体、企業やＮＰＯ職員等の参画を目指す。

○内部要因 ○外部環境の変化

・藻場やサンゴ礁は多くの水産生物が棲息する場所であり、漁業者にとっては貴
重な漁場でもあるが、活動に参加する漁業者は一部に留まっているほか、漁具の
漂着物や堆積物等もなくならない状況である。

・県民の環境保全に対する関心はあるものの、赤土や生活排水の流入やプラス
チックゴミの流出による環境汚染は続いている状況である。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・漁業者はもとより、広く一般県民が藻場やサンゴ礁の重要性と沖縄の自然環境の大切さを認識し、その保全に向けた取組活動に参画することが重要である。その
ため、漁業者をはじめとし、地域の学校の生徒や先生、保護者、青年会などの地域団体、企業やＮＰＯ職員等の参画を目指し、地域において活動内容の周知を行う
必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 水質保全対策事業（耕土流出防止型）

対応する
主な課題

①本県は亜熱帯性気候のもと、サンゴ礁が発達した青い海に囲まれ、貴重な野生生物が数多く生息しているが、本土復帰後からの社会資本整備等に
より多くの自然環境が失われ、沖縄の生物多様性が失われていくことが危惧されている。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 1-(1)-ア 生物多様性の保全
施 策 ③　サンゴ礁の保全

施策の小項目名 ○赤土等流出防止対策

実施主体 県、市町村

 担当部課【連絡先】 農林水産部農地農村整備課 【098-866-2285】

　農地及びその周辺の土壌の流出を防止し、農村の環境保全に資する。そのため
の沈砂池、承排水路等の整備による流出防止対策及び農地の勾配修正、グリーン
ベルト、畑面植生等の発生源対策を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 水質保全対策事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

一括交付
金（ハー
ド）

○R3年度：　宜野座村第５地区（宜野座村）他11地区に
おいて流出防止対策及び発生源対策の整備を行う。

予算事業名

主な財源 ○R2年度：　宜野座村第５地区（宜野座村）他11地区に
おいて流出防止対策及び発生源対策の整備を行った。

一括交付
金（ハー
ド）

直接実施 1,022,535 1,103,867 616,594 854,314 150,125 808,978

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：

○R2年度：
主な財源 実施方法

R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

承排水路、沈砂池、浸透池等の流出水対策

農地の勾配修正、グリーンベルト、畑面植生等の発生源対策



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 対策地区数 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　宜野座村第５地区（宜野座村）他11地区に
おいて流出防止対策及び発生源対策の整備を
行った。

20 19 1 14 12 ― 100.0%

150,125 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　赤土流出防止施設（沈砂池等）を整備した
結果、農地及びその周辺の土壌の流出を防止
し、農村の環境保全の進捗は順調である。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和2年度の取組改善案 反映状況

・工事実施地区の問題・課題について、その解決時期や必要となる諸手続に係る
スケジュール表を作成する。

・県・関係市町村・土地改良区・各地区推進協議会・受益者間で調整会議を開催
し、かんがい施設・水源施設整備範囲や用地買収などの問題・課題点を共有し、
「課題整理票」を活用しながら、工事着手前までの早期解決を図る。

・実施地区ごとにスケジュール表を作成し、その問題・課題に対する対処時期、
解決時期を明確にした。

・コロナ渦の影響により調整会議の開催は見送られたが、「課題整理票」を活用
しながら用地買収などの課題・問題を共有し、工事着手前までの早期解決に取り
組んだ。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・課題整理票で明らかになった課題の内、類似した課題を計画策定担当や事業執行担当に共有し、総合的に事業の改善を図る。

・問題に取り組む際の作業分担や担当者を『課題整理票・スケジュール表』に明記し、課題解決に向け円滑な連携を図れるよう体制を整える。

○内部要因 ○外部環境の変化

・『課題整理票』により明らかになった課題が他地区や他事業と共有出来ておら
ず、類似した課題に対し対策方法や考え方が統一されていない。

・コロナ渦の影響により県・関係市町村・土地改良区・各地区推進協議会・受益
者間での調整会議の開催は見送られたため書面による調整を行っていたが、用地
買収や単価未同意等の問題解決に取り組む際に各関係機関との作業分担や担当者
があやふやになる場合があった。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・課題の情報共有を行い、類似した課題に対しては広く意見聴取し、総合的な判断を行う。

・複数の関係機関と連携して行う作業の作業分担や担当者を取り決め、明確化する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


